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◎  議 長 ：福 祉 保 健 局 健 康 安 全 室 長

○ 　 福 祉 保 健 局   （参 事 (食 品 医 薬 品 安 全 担 当 ））
○ 　 生 活 文 化 局 　　   （消 費 生 活 部 長 ）
○ 　 環 境 局 　　 　　 　   （環 境 改 善 部 長 ）　　 　
○ 　 産 業 労 働 局 　 　　 （農 林 水 産 部 長 ）
○ 　 中 央 卸 売 市 場 　 （事 業 部 長 ）

幹 事 長 ：福 祉 保 健 局 食 品 監 視 課 長

　 ○ 　 福 祉 保 健 局 　　
　 ○ 　 生 活 文 化 局
　 ○ 　 環 境 局 　 　　　 　　 　課 長 級 １ ２ 名
　 ○ 　 産 業 労 働 局
　 ○ 　中 央 卸 売 市 場

必 要 に 応 じ て 、必 要 な 部 局 の 課 長 級 で 構 成
【設 置 例 】 ○ Ｂ Ｓ Ｅ 対 策 連 絡 部 会     ○ 食 育 推 進 部 会

議 長 ：福 祉 保 健 局 健 康 安 全 室 長

緊 急 時 に お い て 、議 長 が 必 要 な メ
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 第１で示した考え方のとおり、施策を計画的かつ総合的に進めるためには、都に

おける推進体制を確立するとともに、計画を定期的に検証し、見直しを行っていく

必要がある。こうした考え方に基づき、本計画の実現に向けて都が取組むべき事項

は次のように整理できるものと考える。 

 

１ 施策の推進体制 

  食品の安全確保に係る施策を総合的かつ計画的に推進するため、関係各局の適

切な連携を図っていくことが求められている。このため、平成 15 年に設置された

「食品安全対策推進調整会議」を活用し、全庁的な食品の安全・安心の向上を図

るための取組を積極的に推進していくことが必要である。 

  また、都内に流通する食品の多くが海外や他道府県で生産・製造されたもので

あることから、関係各局において国や他自治体との連携を積極的に推進していく

ことにより、都における生産から消費至る一貫した食品の安全確保を図っていく

ことにも配慮が必要である。 

さらに、都民、事業者など関係者の意見を反映した施策を進めて行くため、食

品安全条例に定める知事の附属機関である「食品安全審議会」からの意見や提言

を活用するとともに、「食品安全情報評価委員会」における科学的評価を踏まえ、

科学的根拠に基づいた適切な未然防止策を推進していくことが必要である。 

第第第第４４４４    計計計計    画画画画    のののの    実実実実    現現現現    にににに    向向向向    けけけけ    てててて    
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２ 計画の推進と検証 

   

本計画を着実に推進していくために、第３に掲げた戦略的プランを中心に、そ

の進ちょく状況等を把握し、適切な点検と進行管理を行っていくことが必要であ

る。また、把握した進ちょく状況は、定期的に食品安全審議会へ報告していくと

ともに、計画の中間年度において、施策の体系の現況とあわせて広く都民に公表

していく必要がある。 

  今日、食品の安全に関する問題は、現時点では十分に認識されていない新たな

リスクの顕在化、また、より高度な製造技術の進展、さらには、より迅速かつ微

量な分析を可能とする検査法の開発など、科学技術の進歩、国内外の諸状況によ

って大きく変化する。このため、本計画については５年後に次期計画を策定し、

計画期間の途上において、改定が必要となった場合には、食品安全条例の規定に

基づき、あらためて食品安全審議会への諮問など所要の手続きを行う必要がある 

  食品の安全確保は、都民が健康で豊かな生活を営むうえで、不可欠な要因であ

る。本計画を着実に進行していくため、全庁的な推進体制の充実を図りながら、

都が行うすべての施策を、本計画に示された考え方に基づき、食の安全を取巻く

状況を十分に考慮して策定、実施して必要がある。 


